
【記載例の前提条件】 

・保安業務の認定を取得している保安業務区分は２～６号業務

・保安業務計画書に記載した一般消費者数は２,０００戸

・実際の一般消費者数１,８００戸のうち、２００戸を委託、１,６００戸を自社で対応

・３、４号業務は４年毎均等に４００戸ずつ、周知は２年毎均等に８００戸ずつ行っている。 

・１，６、７号業務は、実際に実施した数を記載する。

・他社からの保安業務の受託はなし。



 

参考様式第11-１ 

 

令和〇年〇月〇日□ 

液化石油ガス販売事業報告書 

 横 浜 市 長 殿 

 

氏名又は名称及び法人にあ 横浜消防株式会社   ● 

ってはその代表者の氏名 代表取締役 横浜 太郎● 

住所 横浜市保土ケ谷区川辺町２番地の９● 

 

 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則第132条の

規定により報告します。 

 

 １．報告する事業年度の期間 令和〇年〇月〇日から令和〇年〇月〇日 

 ２．販売する一般消費者等の数及び保安業務の委託状況 

販売する一般消費者等 １,８００戸 

   

保安業務の委託状況 

保安業務区分 

委託先の保安機関の名称 

及 び 認 定 番 号 

委 託 し て い る 

一般消費者等の数 

１．供給開始時点検 

２．容器交換時等供給設備点検 

 

３．定期供給設備点検 

４．定期消費設備調査 

５．周知 

６．緊急時対応 

７．緊急時連絡 

 

 

 

別紙２のとおり 

戸 

戸 

戸 

戸 

戸 

戸 

戸 

戸 

※受付欄 ※経過欄 

  

(備考)１．液化石油ガス販売事業者が保安業務の全部又は一部について自ら行っている場合には、「委託 

    先保安機関の名称及び認定番号」及び「委託している一般消費者等の数」の欄に自社の名称及び 

    認定番号、一般消費者等の数を記載してください。 

   ２．各保安業務区分の委託先が多い場合は、別紙に記載してください。 

委託先の保安機関名称と認定番号 

委託している消費者数を記載してください。 

自社のみで行っている業務に関しては自社と 

記載してください。 

※記載が多い場合は、参考様式11-３に記載してくだ

さい。 

定款等で定めている事業年度を記載してください。 

【記載例】 



参考様式第11-２

別紙１

業務用施設
共同住宅
（３戸以上）

一般住宅 合計

横浜市 鶴見区 0
神奈川区 300 300
西区 300 300
中区 300 300
南区 300 300
港南区 300 300
磯子区 0
金沢区 0
戸塚区 0
栄区 0
瀬谷区 0
泉区 0
保土ケ谷区 300 300
旭区 0
港北区 0
緑区 0
青葉区 0
都筑区 0

川崎市 川崎区 0
幸区 0
中原区 0
高津区 0
宮前区 0
多摩区 0
麻生区 0

相模原市 緑区 0
中央区 0
南区 0

横須賀三浦 横須賀市 0
鎌倉市 0
逗子市 0
三浦市 0
葉山町 0

県央 厚木市 0
大和市 0
海老名市 0
座間市 0
綾瀬市 0
愛川町 0
清川村 0

湘南 平塚市 0
藤沢市 0
茅ヶ崎市 0
秦野市 0
伊勢原市 0
寒川町 0
大磯町 0
二宮町 0

県西 小田原市 0
南足柄市 0
中井町 0
大井町 0
松田町 0
山北町 0
開成町 0
箱根町 0
真鶴町 0
湯河原町 0

0 1800 0 1800
県外 東京都 0

静岡県 0
山梨県 0
その他 0

0 0 0 0
0 1800 0 1,800

県内小計

県外小計
合計

　　　　　　　　　　　　施設
　地域

販売する一般消費者等の数の明細

合計値は液化石油ガス販売事業報告書
に記載した販売する一般消費者等の数
と同様の数値にしてください。



参考様式第11-３

保安業務区分

２号業務 自社 １４H００００RA 1,600 戸

有限会社横浜市 １４H００００ 200 戸

３号業務 自社 １４H００００RA 1,600 戸

〇〇株式会社 ５２A００００ 200 戸

４号業務 自社 １４H００００RA 1,600 戸

〇〇株式会社 ５２A００００ 200 戸

５号業務 自社 １４H００００RA 1,600 戸

有限会社横浜市 １４H００００ 200 戸

６号業務 自社 １４H００００RA 1,600 戸

有限会社横浜市 １４H００００ 200 戸
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委託先保安機関の名称及び認定番号
委託している

一般消費者等の
数

別紙２委託先保安機関の明細



 
 
 

参考様式第28 

令和〇年〇月〇日 

保安業務実施状況報告書 

 横 浜 市 長 殿 

氏名又は名称及び法人にあ 横浜消防株式会社 

ってはその代表者の氏名 代表取締役 横浜 太郎 

     認定番号 １４Ｈ０００００ 

住所 横浜市保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則第132条の規定により報告します。 

 １．報告する事業年度の期間 令和〇年〇月〇日から令和〇年〇月〇日 

２．保安業務実施状況 

  事業所の名称 横浜消防株式会社 

  事業所の所在地 横浜市保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

  保安業務資格者の数  ２人（うち、保安業務に係る技術的能力の基準等の細目を定める告 

               示（平成９年通商産業省告示第122号）第２条第１号又は第２ 

               号に規定する数 ２人） 

保安業務の区分 保安業務に係る一般消費者等の数 

保安業務計画書

に記載した数 

保安業務を行うべ

き数 

当該事業年度に保安業務を実

施した数 

１．供給開始時点検・調査 戸 ５戸(戸) ５戸(戸) 

うち再調査     戸(戸) 

２．容器交換時等供給設備点検 ２,０００戸 １,６００戸(戸) １,６００戸(戸) 

３．定期供給設備点検 ２,０００戸 ４００戸(戸) ４００戸(戸) 

うち拒否数     戸(戸) 

４．定期消費設備調査 ２,０００戸 ４００戸(戸) 当年調査   ４００戸(戸) 

うち完了数  ３９０戸(戸) 

拒否数      ５戸(戸) 

不在数      ５戸(戸) 

当年再調査   １０戸(戸) 

うち完了数   １０戸(戸) 

拒否数       戸(戸) 

不在数       戸(戸) 

５．周知 ２,０００戸 ８００戸(戸) ８００戸(戸) 

うち書面配布 ７００戸(戸) 

電子メール  １００戸(戸) 

ファイル記録    戸(戸) 

記録媒体      戸(戸) 

６．緊急時対応 ２,０００戸 １,６００戸(戸) ３戸(戸) 

７．緊急時連絡 戸 １,６００戸(戸) ３戸(戸) 

３．役員又は構成員の変更の内容 

変更の内容 

・変更なし、変更有の場合は変更の内容を記載 

(備考)１ 定期消費設備調査の「当該事業年度に保安業務を実施した数」の欄における「不在数」には調査又 

は再調査のために３回以上訪問したが、不在で調査又は再調査が実施できない一般消費者等の数を記 

載すること。 

   ２ 「保安業務を行うべき数」の欄及び「当該事業年度に保安業務を実施した数」の欄における括弧内 

には、他の液化石油ガス販売事業者から受託した保安業務に係る一般消費者等の数を記載す 

ること。 

   ３ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２～５号業務については自社で実際行っている数

を記入してください。全量委託の場合は０戸にな

ります。（ ）には他社から受託している消費者

戸数を記入してください。 

１、６、７号業務については今年度、 

実際に実施した数を記載してください。 

 

実際に在席している有資格者数

を記載してください。 

保安機関認定（更新）時に 

認定を受けた消費者数を記

載してください。 

【記載例】 
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